
熊本県熊本市 一般・公益財団法人 0012 熊本市学校給食会 学校給食用物資の調達 252 150 100 0 102 - - - 0 30 0.02 11.25

熊本県人吉市 株式会社 0002 くま川下り 球磨川下り遊覧船業、その他事業（売店物品販売、ラフティング、造園
及び緑化請負等）

○ ○ 135 157 12 95 ○ -22 - - - 0 0 0.00 13.55

熊本県水俣市 土地開発公社 0004 水俣市土地開発公社 公共用地等の取得 201 193 1 157 8 36 8,090 0.44 36 0 0.44 13.73

熊本県菊池市 土地開発公社 0001 菊池市土地開発公社 公有地となるべき必要な土地等の取得及び造成その他の管理等 158 65 1 31 94 61 14,688 0.42 0 0 0.00 12.80

熊本県宇土市 土地開発公社 0001 宇土市土地開発公社 公共用地及び公有地等の取得管理処分等 365 304 1 0 61 235 8,526 2.76 305 0 3.57 13.62

熊本県宇城市 株式会社 0001 三角町振興 直売所の管理及び公園施設の管理 ○ 3 7 10 2 ○ -4 - - - 0 0 0.00 12.64

熊本県阿蘇市 株式会社 0001 東阿蘇観光開発 仙酔峡ロープウェイの運営 ○ ○ 223 352 50 0 ○ -129 - - - 142 0 1.52 13.45

熊本県天草市 株式会社 0002 天長フェリー 貨客フェリーの運航 ○ ○ 21 49 10 0 ○ -28 - - - 0 0 0.00 11.74

熊本県天草市 株式会社 0010 天草エアライン 航空運送事業等の実施 647 245 114 90 403 - - - 0 0 0.00 11.74

熊本県産山村 株式会社 0001 うぶやま 観光牧場、レストラン、キャンプ場、温泉等の運営 ○ ○ 37 44 72 0 ○ -7 - - - 0 0 0.00 15.00

熊本県南阿蘇村 株式会社 0004 南阿蘇鉄道 南阿蘇鉄道の管理運営 1,639 1,587 57 627 53 - - - 0 0 0.00 15.00

熊本県山都町 特例有限会社 0002 虹の通潤館 国民宿舎の管理運営 ○ ○ 33 40 2 0 ○ -7 - - - 0 0 0.00 13.97

熊本県山都町 特例有限会社 0005 そよ風遊学協会 宿泊施設・公園・物産館の管理運営 ○ ○ 23 55 100 21 ○ -32 - - - 0 0 0.00 13.97

熊本県五木村 株式会社 0001 子守唄の里五木 農産物・水産物の販売 36 28 41 13 8 - - - 0 0 0.00 15.00

熊本県山江村 株式会社 0001 やまえ 公衆浴場、宿泊施設の経営、各種イベントの企画、運営、情報発信 49 31 11 6 18 - - - 0 0 0.00 15.00

熊本県球磨村 株式会社 0001 球磨村ふるさと振興公社 温泉宿泊施設の管理、運営 44 23 40 9 20 - - - 0 0 0.00 15.00
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※　経営健全化方針策定対象要件
　　Ⅰ：債務超過法人
　　Ⅱ：（１）事業の内容に応じて資産を時価で評価した場合に債務超過になる法人
　　　　 （２）土地開発公社のうち、債務保証等の対象となっている保有期間が5年以上の土地の簿価総額が、当該地方公共団体の標準財政規模の10％以上の公社
　　Ⅲ：当該地方公共団体の標準財政規模に対する損失補償、債務保証及び短期貸付金の合計額の割合が実質赤字比率の早期健全化基準相当以上の法人
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（百万円）

評価損額
（百万円）

　時価評価時
の債務超過額

（百万円）

損失補償・債務保証
付債務残高

G
（百万円）

短期貸付金
H

（百万円）

Ⅱ実質的に債務超過である法人

(2)
土地開発公社
において、債務
保証等の対象
となっている保
有期間が５年
以上の土地の
簿価総額が、
当該地方公共
団体の標準財
政規模の10％
以上である場

合

平成30年度第三セクター等への財政的支援状況等調査結果


